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共同体として助け合って暮らすためのシステム作り」とし，仮設住宅 1 棟（5 戸入居）のうち 1




























































































いる（災対法施行令第 20 条の 6 第 5 号，災対法施行規則第 1 条の 9）．
　２）生活環境









































を行い，低額所得者に賃貸し，又は転貸するための住宅及びその附帯施設である（第 2 条第 1 項
第 2 号）．災害により滅失した住宅に居住していた低取得者等に賃貸する公営住宅（災害公営住
宅）については，通常の公営住宅の建設等に要する費用よりも国の補助率が高く設定されている




























































































































して災害 VC 設置を支援したほか，災害 VC の運営を行う人材派遣などを行い，活動団体間の連
携，協働を支援した．





期的に開催された．さらに全国域で「平成 30 年 7 月豪雨に対応する全国情報共有会議」が平成
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